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居宅介護支援重要事項説明書 

（指定居宅介護支援事業所中野山王） 

（2024 年 4 月 1 日現在） 

 

１．当事業所が提供するサービスについての相談窓口 

電話（直通）０４２―６８６－１４０２（午前８時 30 分から午後５時 30 分まで） 

FAX (直通) ０４２―６８６－１４０３（随時受け付けております。） 

担当    介護支援専門員  

＊ご不明な点は、なんでもおたずねください。 

 

２．指定居宅介護支援事業所中野山王の概要 

（１）居宅介護支援事業者の指定番号およびサービス提供地域 

事業所名 指定居宅介護支援事業所 中野山王 

所在地 東京都八王子市中野山王3-5-23 第一山王ビル1階103 

介護保険指定番号 居宅介護支援    （八王子市 1372906576 号） 

サービスを提供する地域 八王子市 

 

（２）当事業所の職員体制 

 常勤専従 常勤兼務 非常勤兼務 

 

計 

管理者 

（介護支援専門員） 
 1 名  １名 

 

介護支援専門員 
３名   ３名 

 

（３）営業時間 

月 ～ 土 午前８時３０分～午後５時３０分 

日 ・ 祝 日 定休日 

休 業 １２月３１日～翌年１月３日 

 

３．居宅介護支援の申し込みからサービス提供までの流れと主な内容 

（１）課題の把握 

介護支援専門員が利用者の居宅を訪問し、利用者および家族に面接して情報を収集

し、解決すべき課題を把握します。また、依頼により要介護認定等の申請について必

要な支援を行います。 

（２）利用者によるサービスの選択 

当該地域における指定居宅サービス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の

情報を適正に利用者およびその家族に提供し、利用者にサービスの選択を求めます。 

利用者および家族は、ケアプランに位置付ける居宅サービス事業所について、複数

の事業所の紹介を求めることが可能であり、当該事業所をケアプランに位置付けた理
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由を、求めることが可能である。 

（３）居宅サービス計画（ケアプラン）の作成 

① 提供されるサービスの目標、その達成時期、サービスを提供する上での留意点等

を盛り込んだ居宅サービス計画の原案を作成します。 

② 居宅サービス計画の原案に位置づけた指定居宅サービス等について、保険給付の

対象となるか否かを区分したうえで、その種類、内容、利用料等について利用者お

よびその家族に説明し、利用者から文書による同意を受けます。 

③ 居宅サービス計画の目標に沿ってサービスが提供されるよう指定居宅サービス事

業者等との連絡調整を行います。 

④居宅介護支援の提供の開始に当たり、利用者等に対して、入院時に担当介護支援専

門員の氏名等を入院先医療機関に提供するよう依頼します。 

⑤利用者が医療系サービスの利用を希望している場合等は、利用者の同意を得て意見

を求めた主治医に対してケアプランを交付します。 

 訪問介護事業所等から伝達された利用者の口腔に関する問題や服薬状況、モニタリ

ング等の際に介護支援専門員が把握した利用者の状況等について、介護支援専門員

から主治の医師や歯科医師、薬剤師に必要な情報伝達を行います。 

⑥介護支援専門員は、障害福祉制度の相談支援専門員との密な連携を促進するため、

特定相談支援事業所との連携に努めます。 

⑦通常のケアプランよりかけ離れた回数の訪問介護（生活援助中心型）を位置付ける

場合には、市町村にケアプランを届け出て地域ケア会議の開催等により、届け出さ

れたケアプランの適正検証を行います。 

 

（４）居宅サービス計画の実施状況等の把握及び再評価 

  ① 居宅サービス計画の実施状況を把握するとともに、利用者宅に毎月訪問し、経過の

把握に努めます。 

② 利用者の状態について定期的に再評価を行い、状態の変化等に応じて居宅サ－ビス

計画変更の支援、要介護認定区分変更申請の支援等の必要な対応をします。 

 

４．利用料金 

（１）利用料 別紙 

（２）交通費 

① 前記２の(1)のサービスを提供する地域にお住まいの利用者は無料です。 

② それ以外の地域の利用者は、介護支援専門員が訪問するための交通費の実費が必

要です。なお、自動車を使用した場合の交通費は、次のとおりです。 

イ) サービス提供する地域から片道おおむね５キロメートルを超える場合は、１キロ

メートル毎に１６０円を加算する。 
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（３）解約料 

利用者はいつでも契約を解約することができ、料金はかかりません。解約する場合

はお申し出ください。 

（４）支払方法 

料金が発生する場合、月ごとの精算とし、毎月 10 日までに前月分の請求をします 

ので、その月の末日までにお支払いください。お支払いいただきますと、領収書を発

行します。 

支払い方法は、銀行振込、現金集金、口座自動引き落としの 3 通りの中から契約の際

に選べます。 

 

５．サービスの利用方法 

（１）サービスの利用開始 

まずは、お電話等でお申し込みください。当事業所の職員がお伺いいたします。 

契約を締結したのち、サービスの提供を開始します。 

（２）サービスの終了 

① 利用者の都合でサービスを終了する場合 

お申し出下さればいつでも解約できます。 

② 当事業所の都合でサービスを終了する場合 

人員不足等やむを得ない事情や、３ヶ月ご利用の実績がない或いは、見込まれる

場合には、サービスの提供を終了させていただく場合があります。また再びご利用

の際は、地域の居宅介護支援事業者の紹介やスムーズな受入れが行える様支援致し

ます。 

③ 自動終了 

以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。 

･ 利用者が介護保険施設、認知症対応型共同生活介護、特定施設入居者介護に入

所および小規模多機能型居宅介護支援を利用した場合 

･ 介護保険給付でサービスを受けていた利用者の要介護認定区分が、非該当(自

立)及び要支援１、要支援２と認定された場合 

･ 利用者がお亡くなりになった場合 

④ その他 

利用者や家族などが当事業所や当事業所の介護支援専門員に対して本契約を継続

し難いほどの背信行為を行った場合は、文書で通知することにより、サービスを終

了させていただく場合があります。 

 

６．当事業所の居宅介護支援の特徴等 

（１）運営の方針 

   ① 当事業所の介護支援専門員は、利用者の心身の状況、その置かれている環境等

に応じて、利用者が可能な限り居宅において、有する能力に応じて自立した日
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常生活を営むことができるよう、利用者の立場にたって適切な居宅支援を行う

事を目的とします。 

   ② 事業の実施にあたっては、利用者の意思及び人格を尊重し、利用者の選択に基

づき適切なサービスを多様な事業者から、総合的かつ効率的に提供されるよう

公正中立な立場で調整します。 

   ③ 利用者及びご家族はケアプランに位置付ける居宅サービス事業所について、複

数の事業所の紹介を求めたり、当該事業所をケアプランに位置付けた理由を求

めたりすることが可能です。 

   ④ 事業の実施にあたっては、関係区市町村、地域の保健・医療・福祉サービスと

の綿密な連携を図り、総合的なサービスの提供に努めます。 

   ⑤ ケアマネジメントの公正中立性の確保を図る観点から、希望される方には以下

に関して説明いたします。 

    ・前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型

通所介護、福祉用具貸与の各サービスの利用割合 

    ・前６か月間に作成したケアプランにおける、訪問介護、通所介護、地域密着型

通所介護、福祉用具貸与の各サービスごとの、同一事業所によって提供された

ものの割合 

 ⑥  事業所は感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する居宅介護支援の

提供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るた

めの計画を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じます。 

⑦  事業所は適切な居宅介護支援の提供を確保する観点から、職場において行われ 

る性的な言動又は優越的な関係を背景とした言動であって業務上必要かつ相当 

な範囲を超えたものにより介護支援専門員の就業環境が害されることを防止す 

るための方針の明確化等の必要な措置を講じます。 

⑧  事業所は虐待の発生又はその再発を防止するため、次に掲げる措置を講じます。 

・他事業所と連携しながら、虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ

電話装置等を活用して行うことができるものとする）を定期的に開催するとと

もに、その結果について、介護支援専門員に周知徹底を図ります。 

・事業所における虐待の防止のための指針を整備します。 

・介護支援専門員に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施します。 

・これらに掲げる措置を適切に実施するための担当者を配置します。 

   ⑨ 利用者又は他の利用者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを得ない場合 

     を除き、身体的拘束を行いません。 

身体的拘束を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状況な 

らびに緊急やむを得ない理由を記録します。 
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（２）居宅介護支援の実施概要等 

  【居宅サービス計画（ケアプラン）作成の手法】 

    利用者の課題分析には、課題分析標準項目を網羅した自社方式のアセスメント票

を使用します。 

 

（３）サービス利用のために 

事     項 有無 備   考 

調査(課題把握)の方法 ― 自社方式による 

介護支援専門員への研修の実施 有 継続的な研修の実施によ

り資質向上に努めます。 

契約後、居宅サービス計画の作成段階途中で

利用者の都合により解約した場合の解約料 

無 前記４の（３）参照 

 

７．サービス内容に関する苦情 

 当事業者は、利用者からの相談、苦情等に対応する窓口を設置し、利用者に対する

居宅介護支援又は自らが居宅サービス計画に位置付けた居宅サービス等に対する利

用者の相談・苦情等を面接、電話、メール、投書等にて受け付けて以下のように対

応する。 

①  相談・苦情を受けた者が、クレーム相談記録に記録し、苦情解決責任者（理事

長）へ報告する。 

② 必要に応じて各会議、委員会等にて検討し、今後の対応策を策定する。 

③ 利用者・家族等へ報告する。 

④ 緊急の場合は、苦情解決責任者が、利用者、家族等へ連絡し、改善策及び提案を

提示する。 

（２）苦情受付窓口 

① 当事業所：苦情解決責任者（理事長）TEL０４２（６５４）８３３１ 

担当 管理者 佐々木由行 電話番号（直通）０４２―６８６―１４０２ 

当事業所以外に、区市町村等の相談･苦情窓口等に苦情を伝えることができます。 

 八王子市高齢者福祉課相談員担当 電話番号 ０４２－６２０－７４２０    

 東京都国民健康保険団体連合会  電話番号 ０３－６２３８－０１７７ 

 

８．事故発生時の対応 

介護支援専門員等は、利用者に対する居宅介護支援又は自ら居宅サービス計画に位

置付けた居宅サービス等の提供により事故が発生した場合には、速やかに市区町村、

利用者の家族等に連絡を行うと共に、必要な措置を講じて、管理者に報告を行うも

のとする。 

（２）当事業所は、前項の事故の状況及び事故に際して採った処置について記録し 

ます。 

（３）当事業所は、利用者に対する指定居宅介護支援の提供により賠償すべき事故が発生
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した場合には、損害賠償を速やかに行います。 

 

９． 秘密保持 

当事業所は、業務上知りえた契約者並びにその家族に関する個人情報並びに秘密事

項については、利用者又は第三者の生命、身体等に危険がある場合等正当な理由が

ある場合、正当な権限を有する官憲の命令による場合並びに別に定める文書（情報

提供同意書）により同意がある場合に限り第三者に開示するものとし、それ以外の

場合は、契約中及び契約終了後においても第三者に対して秘匿します。 

（２）職員は業務上知り得た利用者またはその家族の秘密を保持しなければならない。ま

た、職員でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するものとする。 

 

１０．当法人の概要 

名称･法人種別      社会福祉法人 親和福祉会 

代表者役職･氏名     理事長 齋藤 望 

本部所在地･電話番号   東京都八王子市犬目町６８８番地２ 042-654-8331 

【定款に定めた事業】        【施設･拠点等】 

１．特別養護老人ホーム       特別養護老人ホーム   

２．短期入所生活介護        短期入所生活介護    

３．通所介護            通所介護        

４．居宅介護支援          居宅介護支援      

５．高齢者見守り相談窓口事業                

６．地域包括支援センタ－                  

７．生活支援体制整備及び認知症地域支援事業業務       
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利用料金（別紙） 

 要介護認定を受けられた方は、介護保険制度から全額給付されるので自己負担はあり

ません。 

 

１．料金について 

 要介護 １・２ 要介護 ３・４・５ 

基本報酬 １2，000円 １５，591円 

 

    その他、下記の項目が該当した場合、通常料金に加算されます。 

初回加算 ３，３１５円（該当した月のみ） 

入院時情報連携加算（Ⅰ） ２，７６２円（該当した月のみ） 

入院時情報連携加算（Ⅱ） ２，２１０円（該当した月のみ） 

退院・退所加算 カンファレンス無し ４，９７２円（連携１回目） 

 ６，６３０円（連携２回目） 

退院・退所加算 カンファレンス有り ６，６３０円（連携１回目） 

 ８，２８７円（連携２回） 

 ９，９４５円（連携３回） 

特定事業所加算（Ⅱ） ４，６５２円（毎月） 

通院時情報連携加算 ５５２円（月に 1回まで） 

緊急時等居宅カンファレンス加算 ２，２１０円（月に 2回まで） 

ターミナルケアマネジメント加算 ４，４２０円（該当した月のみ） 

入院時情報連携加算（Ⅰ）  

介護支援専門員が当該病院または診療所の職員に対して必要な情報提供

を入院した日のうちに行った場合加算されます。 

 入院時情報連携加算（Ⅱ） 

    介護支援専門員が当該病院または診療所の職員に対して必要な情報提供

を入院した日の翌日又は翌々日に行った場合加算されます。 

＊入院時に医療機関との連携を図る為、利用者のご自宅での様子や介護サービス等の利

用情報を提供させていただく場合があります。 

また、入院された際は担当ケアマネジャーの氏名及び事業所名を入院先医療機関に 

伝えください。 

初回加算    

新規に居宅サービス計画を受けた場合、もしくは介護度が２段階以上の

変更認定を 受けた場合は最初の１カ月において加算されます。 
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退院・退所加算 

       入院中に退院または退所に当たって病院等の職員と面談を行い、利用者に

関する必要な情報を得た上でケアプランを作成し、居宅サービス等の利用

に関する調整を行った場合加算されます。 

特定事業所加算（Ⅱ） 

       ①常勤かつ専従の主任介護支援専門員を 1名以上配置している。 

       ②常勤かつ専従の介護支援専門員が３名以上配置されている。 

        （①②ともに利用者に対する指定居宅介護支援の提供に支障がない場合 

は、当該指定居宅介護支援事業所の他の職務と兼務をし、又は同一敷 

地内にある他の事業所の職務と兼務をしても差し支えない） 

       ③利用者に関する情報またはサービス提供に当たって留意事項に係る伝達

等を目的とした会議を定期的に開催している 

④２４時間連絡・相談を受け付ける体制を確保している。 

⑤他法人が運営する居宅介護支援事業者と共同の事例検討会・研究会等を

実施している。 

⑥家族に対する介護等を日常的に行っている児童や障害者、生活困窮者、

難病患者等、高齢者以外の対象者への支援に関する知識等に関する事例

検討会、研修等に参加している。 

⑦居宅介護支援費に係る特定事業所集中減算の適用を受けていない。 

⑧介護支援専門員１人当たりの利用者平均件数が４５件以上でないこと。 

⑨介護支援専門員に対し、計画的に研修を実施している。 

⑩地域包括支援センターから支援が困難な事例を紹介された場合も居宅介

護支援を提供している。 

⑪介護支援専門員実務研修における科目「ケアマネジメントの基礎技術に

関する実習」等に協力または協力体制を確保している。 

⑫必要に応じて、多様な主体等が提供する生活支援のサービス（インフォ

ーマルサービス）を包括的に提供されるような居宅サービス計画を作成

している。 

等の条件を満たし 

ている場合加算されます。 

※上記、⑪の要件により、事前にご連絡、ご了解を得た上で実習生との同

行訪問をさせて頂く場合があります。 

緊急時等居宅カンファレンス加算 

       病院または診療所の求めにより、当該病院または診療所の職員と共に利用

者の居宅を訪問し、カンファレンスを行い、必要に応じて居宅サービス等

の利用調整を行った場合月に２回を限度として加算されます。 
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ターミナルケアマネジメント加算 

       ・２４時間連絡がとれる体制を確保し、かつ、必要に応じて、指定居宅介

護支援をおこなうことができる体制を整備している。 

       ・利用者又はその家族の同意を得た上で、死亡日及び死亡日前１４日以内

に２日以上在宅を訪問し、主治医等の助言を得つつ、利用者の状態やサ

ービス変更の必要性等の把握をし、利用者への支援を実施した。 

       ・訪問により把握した利用者の心身の状況等の情報を記録し、主治医及び

ケアプランに位置付けた居宅サービス事業者へ情報提供をおこなった。 

       ・「人生の最終段階における医療・ケアの決定プロセスに関するガイドライ

ン」等の内容に沿った取り組みを行うこと。 

       上記の条件を満たした場合加算されます。 

通院時情報連携加算 

       利用者が医師又は歯科医師の診察を受ける際に同席し、医師又は歯科医師

等に利用者の心身の状況や生活環境等の必要な情報提供を行い、医師又は

歯科医師等から利用者に関する必要な情報提供を受けた上で、居宅サービ

ス計画（ケアプラン）に記録した場合。利用者お一人に対し月に１回を限

度として加算できます。 

 

  ＊居宅サービス等の利用に向けて介護支援専門員が利用者の退院時等にケアマネジメ 

ント業務を行ったものの、医師が一般的に認められている医学的知見に基づき回復 

の見込みがないと診断された利用者に対して、モニタリングやサービス担当者会議 

における検討等必要なケアマネジメント業務や給付管理のための準備が行われ、介 

護保険サービスが提供されたものと同等に取り扱うことが適当と認められるケース 

については、居宅介護支援の基本報酬の算定が可能となります。 
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確   認   証 

 

 

  年  月  日 

 

居宅介護支援の提供開始にあたり、利用者に対して契約書及び本書面に基づいて重要な

事項を説明しました。 

 

事業者 

所在地  東京都八王子市犬目町 688 番地２ 

名 称  社会福祉法人 親和福祉会 

代表者  理事長  齋藤   望   印 

 

説明者 

  所 属  指定居宅介護支援事業所 中野山王 

氏 名                印 

 

 

私は、契約書および本書面により、事業者から居宅介護支援についての重要事項の説明

を受け同意致しました。 

 

利用者 

    住 所 

 

               氏 名                印 

 

（代理人） 

    住 所 

 

               氏 名                印 


